































































































































































































 35時間 35-42 43-48 49-59 60時間 
   未満 時間 時間 時間 以上 
 正規の職員・従業員 
 1997年 26,368 455 8,965 8,847 5,059 3,017 
  （100.0） （1.7） （34.0） （33.6） （19.2） （11.4） 
 2007年 23,395 614 5,967 6,720 5,710 4,321 
  （100.0） （2.6） （25.5） （28.7） （24.4） （18.5） 
 パ トー・アルバイト  
 1997年 1,489 753 355 246 90 43 
  （100.0） （50.6） （23.8） （16.5） （6.0） （2.9） 
 2007年 2,349 1,322 479 294 153 91 
  （100.0） （56.3） （20.4） （12.5） （6.5） （3.9） 
 派遣労働者 
 1997年 47 5 18 17 5 3 
  （100.0） （10.6） （38.3） （36.2） （10.6） （6.4） 
 2007年 553 70 182 155 100 46 
  （100.0） （12.7） （32.9） （28.0） （18.1） （8.3） 
 正規の職員・従業員 
 1997年 11,509 561 5,430 3,938 1,189 376 
  （100.0） （4.9） （47.2） （34.2） （10.3） （3.3） 
 2007年 10,250 743 4,079 3,004 1,592 793 
  （100.0） （7.2） （39.8） （29.3） （15.5） （7.7） 
 パ トー・アルバイト  
 1997年 6,963 4,740 1,548 497 130 37 
  （100.0） （68.1） （22.2） （7.1） （1.9） （0.5） 
 2007年 8,764 6,404 1,573 471 195 100 
  （100.0） （73.1） （17.9） （5.4） （2.2） （1.1） 
 派遣労働者 
 1997年 174 42 103 21 6 1 
  （100.0） （24.1） （59.2） （12.1） （3.4） （0.6） 
 2007年 907 207 480 144 54 18 
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 1981 1986 1991 1996 2001 2006 
男性 52.17 53.44 52.17 51.94 51.56 53.32 
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 年齢 年250日以上 うち週49 割合 うち週60 割合 うち週65 割合 
 階級 の正規労働者 時間以上 （％） 時間以上 （％） 時間以上 （％） 
 総　数 13,628,600 7,053,300 51.8 3,410,300 25.0 1,700,800 12.5 
 15～19 94,100 38,800 41.2 13,700 14.6 3,800 4.0 
 20～24 807,500 430,000 53.3 198,200 24.5 96,500 12.0 
 25～29 1,583,600 897,900 56.7 457,400 28.9 242,400 15.3 
 30～34 2,158,100 1,232,700 57.1 630,800 29.2 327,600 15.2 
 35～39 2,103,800 1,203,600 57.2 613,600 29.2 316,500 15.0 
 40～44 1,781,600 992,300 55.7 485,900 27.3 237,600 13.3 
 45～49 1,575,700 801,000 50.8 380,700 24.2 190,900 12.1 
 50～54 1,456,900 666,300 45.7 295,600 20.3 139,900 9.6 
 55～59 1,505,800 595,100 39.5 250,700 16.6 105,500 7.0 






















（出所）OECD, Average usual weekly hours worked on the main job, 2010.
　  年  2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 
アメリカ 男性 43.1 43 42.9 42.7 42.8 42.8 42.9 42.9 42.7 42.4 
 女性 40.4 40.3 40.3 40.2 40.3 40.3 40.3 40.3 40.2 40.1 
 比率 93.7 93.7 93.9 94.1 94.2 94.2 93.9 93.9 94.1 94.6 
イギリス 男性 45.2 45.1 44.7 44.5 44.2 44.1 43.8 43.9 43.8 43.5 
 女性 40.2 40.2 40.1 39.9 39.9 39.8 39.8 39.8 39.8 39.8 
 比率 88.9 89.1 89.7 89.7 90.3 90.2 90.9 90.7 90.9 91.5 
ドイツ 男性 40.5 40.3 40.3 40 40.2 40.4 40.6 40.5 40.7 40.8 
 女性 38.8 38.6 38.6 38.3 38.4 38.4 38.5 38.5 38.5 38.7 
 比率 95.8 95.8 95.8 95.8 95.5 95 94.8 95.1 94.6 94.9 
フランス 男性 39.7 39.1 38.4 39.8 39.9 40.1 40.1 40.1 40.2 40.2 
 女性 37.9 37.4 36.9 37.6 37.6 37.7 37.7 37.9 38 38.1 
 比率 95.5 95.7 96.1 94.5 94.2 94 94 94.5 94.5 94.8 
イタリア 男性 40.7 40.5 40.5 40.6 41 40.9 40.9 40.8 40.8 40.5 
 女性 38.8 38.7 38.7 38.7 38.6 38.6 38.6 38.5 38.5 38.4 
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